
市営住宅の概要 

 

１ 管理戸数及び入居世帯数（平成 24 年 1 月 1 日現在） 

 

 団地数 住棟数 管理戸数 入居世帯数 入居率 

公営住宅 78 団地 565 棟 19,045 戸 16,889 世帯 88.7％ 

改良住宅 22 団地 141 棟 4,707 戸 3,270 世帯 69.5％ 

合  計 100 団地 706 棟 23,752 戸 20,159 世帯 84.9％ 

 

２ 竣工年度別管理戸数（平成 24 年 1 月 1 日現在） 

                                 （戸） 

 S27 

～35 

S36 

～45 

S46 

～55 

S56 

～H2 

H3 

～12 

H13 

～23 
合 計 

公営住宅 479 2,561 8,628 4,559 2,259 559 19,045 

改良住宅 48 1,173 1,925 762 26 773 4,707 

合  計 527 3,734 10,553 5,321 2,285 1,332 23,752 

 

３ 構造別内訳（平成 24 年 1 月 1 日現在） 

                                 （戸） 

 
構 造 別 内 訳 

合 計 
木 造 特 耐 簡 耐 中 耐 高 耐 

公営住宅 219 24 29 10,235 8,538 19,045 

改良住宅 － 21 8 2,791 1,887 4,707 

合  計 219 45 37 13,026 10,425 23,752 

  ※特耐…特殊耐火，簡耐…簡易耐火，中耐…中層（～5階建）耐火，高耐…高層（6階建～）耐火 
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４ 市営住宅の家賃 

  入居者の収入に応じて定められた家賃算定基礎額（※１）に，住宅の立地，

規模，経過年数，利便性を反映させた家賃（応能応益家賃）で，かつ，近傍

同種の住宅の家賃（※２）以下で定める。 

 

          応能部分         応益部分 

   家賃 ＝ 家賃算定基礎額 × 立地・規模・経過年数・利便性 

 

  ※１ 家賃算定基礎額（公営住宅法施行令第２条第２項） 

   入居者の収入 家賃算定基礎額 

 ～ 104,000円以下 34,400 円 

104,000 円超 ～ 123,000円以下 39,700 円 

123,000 円超 ～ 139,000円以下 45,400 円 

139,000 円超 ～ 158,000円以下 51,200 円 

158,000 円超 ～ 186,000円以下 58,500 円 

186,000 円超 ～ 214,000円以下 67,500 円 

214,000 円超 ～ 259,000円以下 79,000 円 

259,000 円超 ～  91,100 円 

 

  ※２ 近傍同種の住宅の家賃（公営住宅法第１６条） 

家賃として定めることのできる上限額。住宅及び敷地の時価に利回

りを乗じた額，償却額，修繕費，管理事務費，損害保険料，空家引当

金，公課を合算して算出する。 

 

 



公営住宅（78団地 565棟 19,045戸）

改良住宅（22団地 141棟  4,707戸）

  京都市市営住宅分布図
（平成24年4月1日現在）

北河原・東岩本

東天王町

市営住宅　合計（100団地，706棟，23,752戸）
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公営住宅法改正における入居収入基準の見直し 

 

収入分位 

法改正前 法改正後 

収入基準 

（月 収） 

収入基準 

(月 収) 

※条例で規定 

１ 
～10.0％ 

以 下 

本来階層本来階層本来階層本来階層    

～ 

104,000 円 
 

～ 

104,000 円 

２ 
～15.0％ 

以 下 

～ 

123,000 円 
 

～ 

123,000 円 

３ 
～20.0％ 

以 下 

～ 

139,000 円 
 

～ 

139,000 円 

４ 
～25.0％～25.0％～25.0％～25.0％    

以 下以 下以 下以 下 

～ 

158,000 円158,000 円158,000 円158,000 円    

本来階層本来階層本来階層本来階層のののの    

参酌基準参酌基準参酌基準参酌基準 

～ 

158,000 円158,000 円158,000 円158,000 円    

５ 
～32.5％ 

以 下 

裁量階層裁量階層裁量階層裁量階層    

～ 

186,000 円 
 

～ 

186,000 円 

６ 
～40.0％～40.0％～40.0％～40.0％    

以 下以 下以 下以 下 

～ 

214,000 円214,000 円214,000 円214,000 円    
 

～ 

214,000 円 

７ 
～50.0％ 

以 下 
 

～ 

259,000 円 

入居収入基準入居収入基準入居収入基準入居収入基準    

のののの上限額上限額上限額上限額    

(本来階層(本来階層(本来階層(本来階層・・・・    

裁量階層裁量階層裁量階層裁量階層））））    

～ 

259,000 円259,000 円259,000 円259,000 円    

８ 50.0％超  
259,000 円 

～ 
 

259,000 円 

～ 

※ 「収入分位 25％」とは，全国の２人以上世帯を収入の低い順に並べ，収入の低い方から

４分の１番目に該当する収入に相当する分位をいう。 

※ 収入基準（月収）は，年間粗収入額から，給与所得控除（高齢者世帯は公的年金等控除），

配偶者控除，扶養親族控除等を行ったうえで，月収換算することにより算定 
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本市における入居収入基準の試算 

 

○ 現在の入居収入基準（平成 19 年公営住宅法施行令改正で規定）設定の考え方 

  （地域主権一括法に伴う公営住宅法改正に係る国施行通知の参考資料より） 

 

  本来階層  

 ・ 真に住宅に困窮する低額所得者に対し，公営住宅がより公平かつ的確に供給され 

るよう，最低居住水準※１の住宅を市場において自力で確保することが困難な収入分 

位を，調査・統計データ※２に基づき設定        ⇒  収入分位２５％ 

 ・ 設定した収入分位に相当する月収を算定       ⇒ １５８，０００円 

  ※１ 最低居住水準…健康で文化的な住生活の基礎として必要不可欠な住宅に関する水準として，国が住生活 

             基本計画において定めているもの（2人世帯 30㎡以上，3人世帯 40㎡以上など） 

  ※２ 調査・統計データ…住宅・土地統計調査，全国消費実態調査，家計調査等 

 

  裁量階層  

 ・ 高齢者，障害者等については，本来階層を上回る家賃負担能力があっても，賃貸 

住宅市場において適切な住宅を確保することが困難な場合が多く，これらの者が市 

場において確実に居住の安定を図るためには，自らで住宅を購入することが必要。 

中古マンションを購入できる収入分位を設定      ⇒  収入分位４０％ 

 ・ 設定した収入分位に相当する月収を算定       ⇒ ２１４，０００円 

 

 

○ 京都市の状況の試算 

収入分位 現在の基準額（国基準） 京都市（試算） 

４ 

～

25.0％ 

以 下 

本来階層 １５８，０００円 

 

約１５３，８００円 

 

※現在の基準１５８，０００円 

は，収入分位２６．１％に相当 

 

６ 

～

40.0％ 

以 下 

裁量階層 ２１４，０００円 

 

約２０５，２００円 

 

※現在の基準２１４，０００円 

は，収入分位４３．０％に相当 

 

 ※ 調査・統計データがない場合は，より広域でのデータ等で補完し，国の算定方法に準じて試算 
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（参考）試算の内訳 

 国の算出方法に準じ，京都市での状況で試算（データがない場合は，より広域のデータ等で補完）。 

 

  本来階層  

 

 ① 最低居住水準未満に居住する２人以上世帯の平均世帯人数         平均世帯人数 

               ［H20 住宅・土地統計調査より（京都市）］      2.76 人 

 

 ② ①の世帯が居住水準以上の住宅を確保するための必要年間粗収入 

  （民間賃貸平均月額家賃単価×最低居住水準面積÷家賃負担率）×12月     年間粗収入 

  （     1,555 円／㎡  ×  37.6 ㎡   ÷ 0.181 ）×12月      387 万円 

 

 ③ ②で算出した年間粗収入に対応する収入分位を算出             収入分位 

                ［H21 家計調査より（京阪神大都市圏）］     26.1%（≒25%） 

 

 ④ ③の収入分位（25％）に相当する月収を算出 

    収入分位 25％の年間粗収入を所得換算した給与所得額 

                                       入居収入基準 

                            15.38 万円 

   ｛ 250.32 万円 － 38 万円 ×（ 2.73 人 － 1 人 ） ｝／12月 

 

  裁量階層  

 

 ① 京都府の中古マンションの平均価格                     平均価格 

   ［京都府内の中古マンションの成約状況（H23.3 月～H24.3 月）］       1,796 万円 

                                       (28.5 万円/㎡) 

 

 ② 仮に収入分位 40％に相当する年間粗収入を得る者の月々の返済可能額 

  （収入分位 40％の年間粗収入 ／ 12 月 × 持家償還金負担限度 ）    返済可能額 

  （     466 万円     ／ 12 月 ×    25％     ）    9.7 万円／月 

 

 ③ ②の返済可能額から，収入分位 40％に相当する者の借入限度額を算定     借入限度額 

 （住宅金融支援機構のフラット 35を融資期間 35年，金利 2.16%で利用した場合の借入限度額）      2,850 万円 

 

 ※ ①及び③より，収入分位 40％に相当する者であれば，自ら住宅を購入することができる者であ

ると認められることから，この水準以下の者を裁量階層として位置づけ。 

 

 ④ 収入分位 40％に相当する月収を算出 

    収入分位 40％の年間粗収入を所得換算した給与所得額 

                                       入居収入基準 

                            20.52 万円 

   ｛ 318.8 万円 － 38 万円 ×（ 2.91 人 － 1 人 ） ｝ ／12 月 

－ × （平均世帯人数 － 1人） ／12月 
扶養親族控除 

１人当たりの額 

－ × （平均世帯人数 － 1人） ／12月 
扶養親族控除 

１人当たりの額 



市営住宅への応募倍率 

 

〔平成１８年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募※１     ６３２戸 ６，９８８名 １１．０倍 

 うち単身向け住宅※２ ３７戸 ９６０名 ２５．９倍 

特定目的住宅※３    ９５戸 ４２６名 ４．４倍 

〔平成１９年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募※１     ５１４戸 ６，５２７名 １２．６倍 

 うち単身向け住宅※２ ４２戸 ９１８名 ２１．８倍 

特定目的住宅※３    ８０戸 ４２４名 ５．３倍 

〔平成２０年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募※１     ４７７戸 ６，９１３名 １４．４倍 

 うち単身向け住宅※２ ４２戸 ８６３名 ２０．５倍 

特定目的住宅※３    ８１戸 ３４８名 ４．２倍 

〔平成２１年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募      ５６７戸 ７，２９０名 １２．８倍 

 うち単身向け住宅  ４２戸 ９５７名 ２２．７倍 

特定目的住宅     ９２戸 ２８９名 ３．１倍 

〔平成２２年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募      ５７６戸 ６，８５６名 １１．９倍 

 うち単身向け住宅  ５１戸 ８４６名 １６．５倍 

特定目的住宅    １０１戸 ２０４名 ２．０倍 

〔平成２３年度〕 

募集戸数 抽選対象者数 倍率 

一般公募      ５９５戸 ５，６８９名 ９．５倍 

 うち単身向け住宅  ４３戸 ６８５名 １５．９倍 

特定目的住宅    １１３戸 １８３名 １．６倍 

 

  ※１ 一般公募は一般向け，単身者向け，多家族向け，特別空き家，親子ペア，シルバーハウジング，

多回数落選を含む 

  ※２ 単身向け住宅の申込み資格 ６０歳以上，身体障害者，戦傷病者，原子爆弾被爆者,生活保護受

給者等，引揚者，ハンセン病療養所入所者等，DV被害者 

 ※３ 特定目的住宅は母子世帯，障害者世帯，車椅子専用住宅，被爆者・引揚げ者世帯，子育て世帯

を含む 
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市営住宅申込者の収入の状況 

（市営住宅入居申込者アンケート結果より（Ｈ２３年９月実施）） 

 

１ 申込み世帯の人数 

 人数 回答数 割合 

１ １人 ２１ １．７％ 

２ ２人 ６９３ ５６．６％ 

３ ３人 ３４０ ２７．８％ 

４ ４人 １１５ ９．４％ 

５ ５人 ５６ ４．６％ 

 合計 １，２２５ １００％ 

 （無回答） （１１） － 

 

  ※ 申込み世帯の平均世帯人数 … ２．６人 

 

２ 申込み世帯の総収入（月額・税込・年金収入含む） 

 総収入 回答数 割合   

１ ０円 １５２ １４．２％   

２ １円～５万円未満 ３７ ３．５％   

３ ５万～１０万円未満 １５５ １４．５％   

４ １０万～１５万円未満 ２８８ ２６．９％   

５ １５万～２０万円未満 ２５３ ２３．６％   

６ ２０万～３０万円未満 １５７ １４．６％   

７ ３０万円以上 ３０ ２．８％   

 合計 １，０７２ １００％   

 （無回答） （１６４） －   

 

３ １及び２より申込み世帯の月額換算収入を算出 

  ※ 総収入（月額）２５万円，世帯人数 ２．６人 の場合の控除後の月収 

   年   収    ３００万円 （  ２５万円 × １２箇月 ） 

   給与所得額    １９２万円 （ ３００万円 × ０．７ － １８万円 ） 

   扶養控除後  １３１．２万円 （ １９２万円 － ３８万円 ×１．６人 ） 

   月 額 換 算   月 額 換 算   月 額 換 算   月 額 換 算   １０１０１０１０．．．．９９９９万円万円万円万円 （ １３１．２万円 ÷ １２箇月 ） 

    ＊ 収入分位１０％以下 ＝ １０．４万円以下 

 

 

資料３－５ 

８２．６％ 

９７．２％ 



市営住宅入居者の年齢構成について 

 

（世帯員の年齢別分布） （基準日 23 年 10 月 1 日，24 年 1 月 1 日現在，単位：人） 

  全市の状況と比較して，市営住宅では「１０歳以上２０歳未満」及び「６０歳以上」

の割合が多い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年  齢 公  営 改  良 合  計 (参考)全市※ 

    ～10 歳未満 2,344 6.6% 343 6.1% 2,687 6.5% 111,256 7.5% 

10 歳以上 20 歳未満 3,978 11.2% 405 7.2% 4,383 10.7% 131,667 8.9% 

20 歳以上 30 歳未満 3,128 8.8% 484 8.6% 3,612 8.8% 193,351 13.1% 

30 歳以上 40 歳未満 3,552 10.0% 591 10.5% 4,143 10.1% 206,417 14.0% 

40 歳以上 50 歳未満 4,029 11.4% 580 10.3% 4,609 11.2% 185,508 12.6% 

50 歳以上 60 歳未満 3,730 10.5% 558 9.9% 4,288 10.5% 162,540 11.0% 

60 歳以上 14,618 41.3% 2,684 47.5% 17,302 42.2% 445,598 30.2% 

合   計 35,379 100.0% 5,645 100.0% 41,024 100.0% 1,474,015 100.0% 

  ※全市は，平成 22年度国勢調査より 

 

 

（子育て世帯の状況）※18 歳未満世帯員が 1人以上いる世帯 

 公  営 改  良 合  計 (参考)全市※ 

子育て世帯 3,256 19.3% 404 12.4% 3,660 18.2% 122,200 18.6% 

  ※全市は，平成 22年国勢調査（速報値）より 
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京都市住宅マスタープラン（施策一覧抜粋） 

 

３ 支え合う 

（１）重層的な住宅セーフティネットの構築 

 ア 市営住宅の住宅セーフティネット機能の充実 

施 策 名 

施策の取組 実施主体 

短

期

的 

中
長
期
的 

市

民 

事

業

者 

各
種
団
体
等 

行

政

等 

１ 

より住宅確保の優先度が高い世帯へ市営

住宅を供給するため方策としての優先入

居制度の拡充（障害のある市民や母子世帯

等福祉対象世帯の優先入居の拡充） 新規 

○     ○ 

２ 
子育て世帯優先入居の対象年齢の引上げ

や入居枠の拡大，期限付入居の導入 新規 
○     ○ 

３ 
住宅規模・世帯人員に応じた公募・住み替

え制度の創設 新規 
○     ○ 

４ 
市営住宅の耐震化，バリアフリー化及び適

正な維持管理による長寿命化の推進 
○     ○ 

５ 

住宅確保要配慮者のそれぞれの属性に応

じた住宅の情報を一元的に提供できる仕

組みの検討 新規 

○   ○ ○ ○ 

６ 

社会的困窮度の減額率への反映，応益性を

取り入れた最低家賃額，生活保護基準を参

考とした収入認定を導入することにより，

公平性，応益性，福祉との整合性を勘案し

た家賃減免制度の改正 新規 

○     ○ 

７ 収入超過者及び高額所得者への対応 ○     ○ 

８ 
市営住宅等における安否確認などの生活

支援サービスの実施 新規 
 ○  ○ ○ ○ 

９ 留学生住居整備支援プロジェクトの推進 ○   ○ ○ ○ 

１０ 
政策目的入居促進事業（市営住宅への留学

生，子育て世帯等の入居支援）の推進 
○     ○ 

 

 

資料３－７ 



（２）中・大規模団地のマネジメント 

 ア コミュニティバランスに配慮した団地づくり 

施 策 名 

施策の取組 実施主体 

短

期

的 

中
長
期
的 

市

民 

事

業

者 
各
種
団
体
等 

行

政

等 

１ 

多様な世代の入居を促し，コミュニティバ

ランスの確保を図る方策としての優先入

居制度の対象拡大（若年夫婦・多子世帯優

先入居の導入） 新規 

○   ○ ○ ○ 

２ 

子育て世帯優先入居の対象年齢の引上げ

や入居枠の拡大，期限付入居の導入 新規

（再掲） 

○     ○ 

３ 
住宅規模・世帯人員に応じた公募・住み替

え制度の創設 新規（再掲） 
○     ○ 

４ 
特定公共賃貸住宅への転用などコミュニ

ティミックスに配慮した住宅供給 新規 
 ○    ○ 
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へ
の

へ
の

へ
の

配
慮

配
慮

配
慮

配
慮

居
住

環
境

居
住

環
境

居
住

環
境

居
住

環
境

の ののの
整

備
整

備
整

備
整

備

・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
　

・
敷

地
の

安
全

性
　

・
京

都
市

中
高

層
建

築
物

等
の

建
築

等
に

係
る

・
遮

音
性

能
確

保
　

・
防

火
，

避
難

，
防

犯
措

置
　

　
住

環
境

の
保

全
及

び
形

成
に

関
す

る
条

例
に

よ
る

届
出

等
　

　

・
劣

化
対

策
　

・
ホ

ル
ム

ア
ル

デ
ヒ

ド
対

策

・
給

排
水

ガ
ス

設
備

の
維

持
管

理
対

策
　

・
災

害
等

の
緊

急
時

に
お

け
る

対
応

環
境

環
境

環
境

環
境

モ
デ

ル
モ

デ
ル

モ
デ

ル
モ

デ
ル

都
市

行
動

計
画

都
市

行
動

計
画

都
市

行
動

計
画

都
市

行
動

計
画

３
　

住
戸

の
基

準
　

・
京

都
市

地
球

温
暖

化
対

策
条

例
に

よ
る

建
築

物
排

出
量

削
減

計
画

書
の

提
出

・
住

戸
面

積
（
２

５
㎡

以
上

）
４ ４４４

　 　　　
地

球
環

境
地

球
環

境
地

球
環

境
地

球
環

境
へ

の
へ

の
へ

の
へ

の
配

慮
配

慮
配

慮
配

慮
　

・
京

都
府

地
球

温
暖

化
対

策
条

例
に

よ
る

緑
化

計
画

書
の

提
出

・
給

排
水

電
気

設
備

・
便

所
の

設
置

　
・
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
等

級
　

・
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
使

用
の

合
理

化
に

関
す

る
法

律
に

よ
る

特
定

建
築

物
に

係
る

省
エ

ネ
措

置
の

届
出

・
炊

事
，

入
浴

，
便

所
等

設
備

の
設

置

・
ホ

ル
ム

ア
ル

デ
ヒ

ド
対

策
５ ５５５

　 　　　
良

質
良

質
良

質
良

質
な ななな

住
宅

住
宅

住
宅

住
宅

ス
ト

ッ
ク

の
ス

ト
ッ

ク
の

ス
ト

ッ
ク

の
ス

ト
ッ

ク
の

整
備

整
備

整
備

整
備

京
都

市
住

宅
京

都
市

住
宅

京
都

市
住

宅
京

都
市

住
宅

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

マ
ス

タ
ー

プ
ラ

ン
マ

ス
タ

ー
プ

ラ
ン

４
　

住
戸

内
の

各
部

及
び

共
用

部
分

　
・
住

戸
面

積
　

２
５

㎡
以

上
　

・
京

都
市

市
営

住
宅

ス
ト

ッ
ク

総
合

活
用

計
画

・
高

齢
者

等
配

慮
対

策
　

・
遮

音
性

能
　

・
市

営
住

宅
の

適
切

な
更

新
と

維
持

管
理

　
　

５
　

附
帯

施
設

　
・
劣

化
対

策
　

・
団

地
内

外
の

交
流

や
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
の

活
性

化
に

資
す

る
機

能
の

充
実

・
自

転
車

置
場

，
物

置
，

ご
み

置
場

等
の

設
置

　
・
給

排
水

ガ
ス

設
備

の
維

持
管

理
対

策

Ⅳ
　

共
同

施
設

の
基

準
　

・
炊

事
，

入
浴

，
便

所
等

設
備

の
設

置
公

共
建

築
物

公
共

建
築

物
公

共
建

築
物

公
共

建
築

物
の ののの

長
寿

命
化

長
寿

命
化

長
寿

命
化

長
寿

命
化

・
児

童
遊

園
　

・
附

帯
施

設
の

整
備

・
集

会
所

建
築

物
等

建
築

物
等

建
築

物
等

建
築

物
等

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

促
進

促
進

促
進

促
進

・
広

場
及

び
緑

地
６ ６６６

　 　　　
居

住
者

居
住

者
居

住
者

居
住

者
の ののの

高
齢

化
高

齢
化

高
齢

化
高

齢
化

へ
の

へ
の

へ
の

へ
の

対
応

対
応

対
応

対
応

　
・
京

都
市

建
築

物
等

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

促
進

に
関

す
る

条
例

に
よ

る
協

議

・
通

路
・
階

段
　

・
高

齢
者

等
配

慮
対

策
　

　

東
日

本
大

震
災

東
日

本
大

震
災

東
日

本
大

震
災

東
日

本
大

震
災

を ををを
踏 踏踏踏

ま
え

た
ま

え
た

ま
え

た
ま

え
た

防
災

対
策

防
災

対
策

防
災

対
策

防
災

対
策

の ののの
推

進
推

進
推

進
推

進

京 都 市 の 特 性 に

応 じ た 整 備 基 準

○
　

公
営

住
宅

法
は

，
国

及
び

地
方

公
共

団
体

が
協

力
し

て
，

健
康

で
文

化
的

な
生

活
を

営
む

に
足

り
る

住
宅

を
整

備
し

，
こ

れ
を

住
宅

に
困

窮
す

る
低

額
所

得
者

に
対

し
て

低
廉

な
家

賃
で

賃
貸

し
，

又
は

転
貸

す
る

こ
と

に
よ

り
，

国
民

生
活

の
安

定
と

社
会

福
祉

の
増

進
に

寄
与

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

い
る

。
公

営
住

宅
等

の
整

備
に

際
し

て
は

，
そ

れ
に

ふ
さ

わ
し

い
住

宅
の

整
備

基
準

を
定

め
る

必
要

が
あ

り
，

こ
れ

ま
で

国
土

交
通

省
が

「
公

営
住

宅
等

整
備

基
準

」
を

制
定

し
，

全
国

一
律

に
適

用
さ

れ
て

き
た

。
○

　
今

般
の

公
営

住
宅

法
が

改
正

に
よ

り
，

整
備

基
準

に
つ

い
て

は
事

業
主

体
が

条
例

で
定

め
る

こ
と

と
な

っ
た

。
国

土
交

通
省

は
，

事
業

主
体

が
条

例
制

定
に

当
た

り
参

酌
す

べ
き

基
準

（
参

酌
基

準
）
を

公
布

し
，

住
戸

面
積

の
下

限
及

び
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
措

置
等

の
水

準
を

定
め

て
い

る
。

○
　

本
市

の
政

策
課

題
を

勘
案

し
た

市
営

住
宅

の
整

備
の

視
点

を
踏

ま
え

，
市

営
住

宅
に

求
め

ら
れ

る
基

準
に

つ
い

て
検

討
す

る
。

　
　

　
⇒

①
市

営
住

宅
と

し
て

必
要

な
水

準
と

し
て

は
，

基
本

的
に

国
の

定
め

た
公

営
住

宅
等

整
備

基
準

（
参

酌
基

準
）
と

同
等

と
す

る
こ

と
が

適
当

。
　

　
　

　
 ②

政
策

課
題

や
社

会
情

勢
等

を
踏

ま
え

て
，

京
都

市
の

特
性

に
応

じ
た

市
営

住
宅

の
整

備
基

準
に

つ
い

て
も

加
え

る
。

国 の 定 め た 公 営 住 宅 等 整 備 基 準 （ 参 酌 基 準 ）

資
料

４
－

１

京
都

市
市

営
住

宅
条

例
京

都
市

市
営

住
宅

条
例

京
都

市
市

営
住

宅
条

例
京

都
市

市
営

住
宅

条
例

に ににに
規

定
規

定
規

定
規

定
す

る
す

る
す

る
す

る
整

備
基

準
整

備
基

準
整

備
基

準
整

備
基

準

公
営

住
宅

法
改

正
の

概
要

公
営

住
宅

法
改

正
の

概
要

公
営

住
宅

法
改

正
の

概
要

公
営

住
宅

法
改

正
の

概
要

本
市

の
整

備
基

準
の

検
討

本
市

の
整

備
基

準
の

検
討

本
市

の
整

備
基

準
の

検
討

本
市

の
整

備
基

準
の

検
討

国
庫

補
助

と
整

備
基

準
と

の
関

係
国

庫
補

助
と

整
備

基
準

と
の

関
係

国
庫

補
助

と
整

備
基

準
と

の
関

係
国

庫
補

助
と

整
備

基
準

と
の

関
係

○
参

酌
基

準
を

上
回

る
整

備
基

準
を

定
め

た
場

合

⇒
超

過
負

担
分

は
，

地
方

公
共

団
体

が
負

担

○
参

酌
基

準
を

下
回

る
基

準
を

定
め

た
場

合

⇒
補

助
対

象
金

額
を

個
別

に
算

出
し

，
国

の
査

定
を

受
け

る



等
級

１
等

級
２

等
級

３
等

級
４

等
級

５
対

象
外

該
当

無

省
エ

ネ
ル

ギ
ー

対
策

第
５

の
５

５
－

１
（
３

）

等
級

４
た

だ
し

，
こ

れ
に

よ
り

難
い

場
合

は
等

級
３

等
級

４
た

だ
し

，
こ

れ
に

よ
り

難
い

場
合

は
等

級
３

等
級

４
：
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
大

き
な

削
減

の
た

め
の

対
策

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

。
等

級
３

：
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
一

定
程

度
の

削
減

の
た

め
の

対
策

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

。

・
等

級
４

と
す

る
。

た
だ

し
，

こ
れ

に
よ

り
難

い
場

合
は

，
等

級
３

と
す

る
。

・
現

在
の

水
準

は
等

級
３

で
あ

り
，

技
術

的
助

言
の

た
だ

し
書

き
に

相
当

す
る

。
・
等

級
を

向
上

さ
せ

る
と

コ
ス

ト
が

増
加

す
る

。
本

市
の

環
境

政
策

を
推

進
す

る
観

点
か

ら
，

省
エ

ネ
法

（
努

力
規

定
）
に

定
め

ら
れ

た
基

準
と

同
等

の
参

酌
基

準
に

沿
う

内
容

と
す

る
。

・
本

市
の

財
政

が
極

め
て

厳
し

い
状

況
に

あ
り

，
更

な
る

コ
ス

ト
縮

減
が

課
題

と
な

っ
て

い
る

こ
と

か
ら

，
国

と
同

様
に

た
だ

し
書

き
の

規
定

を
設

け
，

建
設

時
に

判
断

を
行

う
。

等
級

３
1
.3

4
.7

7
8
.5

1
5
.6

重
量

床
衝

撃
音

対
策

（
重

量
音

対
策

）
第

５
の

８
８

－
１

（
３

）
イ

―
等

級
２

や
や

低
い

重
量

床
衝

撃
音

の
遮

断
性

能
（
J
IS

の
L
i,r

,H
-
6
5
等

級
相

当
以

上
）

・
等

級
を

向
上

さ
せ

る
た

め
に

は
，

ス
ラ

ブ
を

厚
く
す

る
必

要
が

あ
り

，
躯

体
全

体
の

コ
ス

ト
が

大
き

く
増

加
す

る
。

・
従

来
か

ら
目

立
っ

た
騒

音
ト

ラ
ブ

ル
等

は
な

い
こ

と
か

ら
も

，
現

行
ど

お
り

と
す

る
。

等
級

３
2
4
.0

1
1
.1

3
6
.9

9
.6

0
.0

1
8
.4

重
量

床
衝

撃
音

対
策

（
相

当
ス

ラ
ブ

厚
）

第
５

の
８

８
－

１
（
３

）
ロ

①
c

―
C

の
基

準
や

や
低

い
重

量
床

衝
撃

音
の

遮
断

性
能

重
量

床
衝

撃
音

の
遮

断
の

程
度

を
コ

ン
ク

リ
ー

ト
床

の
厚

さ
に

換
算

し
た

場
合

の
厚

さ
（
1
5
㎝

以
上

）

・
等

級
を

向
上

さ
せ

る
た

め
に

は
，

ス
ラ

ブ
を

厚
く
す

る
必

要
が

あ
り

，
躯

体
全

体
の

コ
ス

ト
が

大
き

く
増

加
す

る
。

・
C

の
基

準
は

民
間

の
共

同
住

宅
の

７
０

％
以

上
で

採
用

さ
れ

て
お

り
，

一
般

的
な

仕
様

で
あ

る
と

い
え

る
こ

と
か

ら
も

，
現

行
ど

お
り

と
す

る
。

C
の

基
準

E 0
.6

D 7
.4

C
5
6
.8

B
2
6
.2

A 1
.5

7
.6

透
過

損
失

（
外

壁
開

口
部

）
第

５
の

８
８

－
４

（
３

）
等

級
２

等
級

２
優

れ
た

空
気

伝
搬

音
の

遮
断

性
能

（
J
IS

の
R

m
(1

/
3
)-

2
0
等

級
相

当
以

上
）

・
等

級
を

向
上

さ
せ

る
た

め
に

は
，

サ
ッ

シ
の

防
音

性
の

向
上

が
必

要
で

あ
り

，
コ

ス
ト

が
増

加
す

る
。

・
従

来
か

ら
，

幹
線

道
路

等
に

近
接

す
る

場
合

に
は

，
環

境
基

本
法

に
基

づ
く
環

境
基

準
を

満
足

す
る

よ
う

，
さ

ら
に

高
い

防
音

性
能

を
有

す
る

サ
ッ

シ
を

採
用

し
て

い
る

。
・
従

来
か

ら
目

立
っ

た
苦

情
等

が
無

い
こ

と
か

ら
も

，
現

行
ど

お
り

と
す

る
。

等
級

２
0
.4

7
.0

6
.2

6
8
.5

劣
化

対
策

（
構

造
躯

体
等

）
第

５
の

３
３

－
１

（
３

）
等

級
３

等
級

３
３

世
代

（
７

５
～

９
０

年
）
ま

で
大

規
模

な
改

修
工

事
を

必
要

と
す

る
ま

で
の

期
間

を
延

長
す

る
た

め
の

対
策

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

・
現

行
の

水
準

は
，

す
で

に
最

高
等

級
で

あ
る

。
・
等

級
を

低
下

さ
せ

る
と

市
営

住
宅

の
長

寿
命

化
の

方
針

に
反

す
る

た
め

，
現

行
の

水
準

を
維

持
す

る
。

等
級

３
6
.1

2
1
.9

7
2
.0

維
持

管
理

対
策

（
専

用
配

管
）

第
５

の
４

４
－

１
（
３

）
等

級
２

等
級

２
配

管
を

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
埋

め
込

ま
な

い
等

，
維

持
管

理
を

行
う

た
め

の
基

本
的

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
・
等

級
を

向
上

さ
せ

る
と

，
コ

ス
ト

が
増

加
す

る
。

・
現

状
に

お
い

て
基

本
的

な
維

持
管

理
に

支
障

が
な

い
こ

と
か

ら
も

，
現

行
の

水
準

を
維

持
す

る
。

等
級

２
8
.7

6
4
.8

2
6
.7

維
持

管
理

対
策

（
共

用
配

管
）

第
５

の
４

４
－

２
（
３

）
等

級
２

等
級

２
配

管
を

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
埋

め
込

ま
な

い
等

，
維

持
管

理
を

行
う

た
め

の
基

本
的

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る
同

上
等

級
２

3
3
.2

5
8
.6

7
.5

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

対
策

（
内

装
及

び
天

井
裏

等
）

第
５

の
６

６
－

１
（
３

）
ロ

等
級

３
等

級
３

ホ
ル

ム
ア

ル
デ

ヒ
ド

の
発

散
量

が
極

め
て

少
な

い
（
J
IS

又
は

J
A

S
の

F
☆

☆
☆

☆
等

級
相

当
以

上
）

・
現

行
の

水
準

は
，

す
で

に
最

高
等

級
で

あ
る

。
・
低

い
等

級
に

対
応

で
き

る
建

築
材

料
が

一
般

に
流

通
し

て
お

ら
ず

，
調

達
が

困
難

で
あ

る
。

・
ホ

ル
ム

ア
ル

デ
ヒ

ド
対

策
は

，
住

民
の

健
康

に
直

接
関

わ
る

も
の

で
あ

り
，

最
善

策
を

講
じ

る
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

も
，

現
行

の
水

準
を

維
持

す
る

。

等
級

３
0
.1

1
.5

9
8
.5

0
.0

高
齢

者
等

配
慮

対
策

（
専

用
部

分
）

第
５

の
９

９
－

１
（
３

）
等

級
３

等
級

３

高
齢

者
が

安
全

に
移

動
す

る
た

め
の

基
本

的
な

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

お
り

，
介

助
用

車
い

す
使

用
者

が
生

活
行

為
を

行
う

た
め

の
基

本
的

な
措

置
が

講
じ

ら
れ

て
い

る

・
「
京

都
市

建
築

物
等

の
バ

リ
ア

フ
リ

ー
の

促
進

に
関

す
る

条
例

」
を

十
分

満
た

し
て

い
る

こ
と

か
ら

も
，

現
行

ど
お

り
と

す
る

。
等

級
１

6
6
.2

1
.1

3
2
.5

0
.1

0
.1

高
齢

者
等

配
慮

対
策

（
共

用
部

分
）

第
５

の
９

９
－

２
（
３

）
等

級
３

等
級

３

高
齢

者
が

安
全

に
移

動
す

る
た

め
の

基
本

的
な

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

お
り

，
自

走
式

車
い

す
使

用
者

と
介

助
者

が
住

戸
の

玄
関

ま
で

容
易

に
到

達
す

る
た

め
の

基
本

的
な

措
置

が
講

じ
ら

れ
て

い
る

同
上

等
級

１
7
2
.7

0
.2

8
.5

1
7
.4

0
.0

1
.2

本
市

の
整

備
水

準
に

対
す

る
考

え
方

民
間

等
の

共
同

住
宅

で
も

っ
と

も
割

合
の

多
い

等
級

平
成

2
1
年

度
統

計
調

査
結

果
（
％

）
※

３

市
営

住
宅

の
整

備
基

準
に

定
め

る
住

宅
の

性
能

平
成

２
４

年
５

月
都

市
計

画
局

住
宅

室

項
目

品
確

法
の

評
価

方
法

基
準

公
営

住
宅

等
整

備
基

準

（
参

酌
基

準
※

１
）

市
営

住
宅

整
備

基
準

の
等

級
※

２
措

置
の

概
要

現
在

の
整

備
水

準
と

同
一

レ
ベ

ル

資
料

４
－

２

※
１

：
公

営
住

宅
法

施
行

規
則

及
び

公
営

住
宅

等
整

備
基

準
の

一
部

を
改

正
す

る
省

令
（
平

成
２

３
年

国
土

交
通

省
令

第
１

０
３

号
）
に

よ
り

，
従

来
の

公
営

住
宅

等
整

備
基

準
が

改
正

さ
れ

，
事

業
主

体
が

公
営

住
宅

等
の

整
備

に
関

す
る

基
準

を
条

例
で

定
め

る
に

当
た

っ
て

参
酌

す
べ

き
基

準
と

な
っ

た
。

※
２

：
省

令
で

定
め

る
基

準
を

参
酌

し
て

，
条

例
で

定
め

る
こ

と
と

さ
れ

て
い

る
が

，
具

体
的

に
は

「公
営

住
宅

等
整

備
基

準
に

つ
い

て
（
技

術
的

助
言

）
」
（
平

成
２

４
年

１
月

１
７

日
付

け

国
住

備
第

１
９

６
号

）
を

目
安

と
し

つ
つ

，
地

域
の

実
情

を
勘

案
し

，
適

切
な

基
準

を
定

め
る

も
の

で
あ

る
。

※
３

：
一

般
社

団
法

人
住

宅
性

能
評

価
・
表

示
協

会
調

べ



④

③

③

③

③

③

⑤

⑤

　　　　　　　　　　　　（注１）○内の数値は，各項目の最高等級を示す
　　　　　　　　　　　　（注２）公営住宅等整備基準（参酌基準）と同一の項目について比較

0 1 2 3 4 5

省エネルギー対策等級

透過損失等級（外壁開口部）

劣化対策等級（構造躯体等）

維持管理対策等級（専用配管）

維持管理対策等級（共用配管）

ホルムアルデヒド対策〈内装及び天井裏等）

高齢者等配慮対策等級（専用部分）

高齢者等配慮対策等級（共用部分）

民間等（割合の多いもの）

市営住宅

資料４－３

市営住宅市営住宅市営住宅市営住宅とととと民間等民間等民間等民間等のののの共同住宅共同住宅共同住宅共同住宅のののの住宅性能比較住宅性能比較住宅性能比較住宅性能比較



和
を
基
調
と
し
た
 

土
壁
風
の
色
調
 

長
大
感
を
抑
え
 

変
化
を
生
む
屋
根
の
重
な
り
 

軒
の
深
さ
を
表
現
 

日
本
瓦
屋
根
 

(3
.5
～
4
寸
程
度
)  

壁
を
分
節
す
る
 

軒
庇
 

意
匠
，
色
彩
に
変
化

を
持
た
せ
，
低
層
階

と
中
層
階
を
分
節
 

階
段
斜
め
線
を
隠
す
 

竪
格
子
 

市
営

住
宅

の
整

備
の

現
状

 

平
成

２
４

年
５

月
 

都
市

計
画

局
住

宅
室

 

資
料

４
－

４
－

１
 

町
並
み
に
な
じ
む

板
塀
 

修
景
の
た
め
の
 

高
木
を
植
え
る
 

木
造
化
・
木
質
化
し
，
地
 

域
産
木
材
の
利
用
を
推
進
 

沿
道
沿
い
に
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー
ス
を
設
置
 

災
害
に
備
え
て
 

防
災
倉
庫
を
設
置
 

近
隣
住
民
が
利
用
 

し
や
す
い
集
会
所
 

災
害
時
を
想
定
し
た
施
設
 

と
な
る
よ
う
に
整
備
 

環
境

へ
の

配
慮

 
 

景
観

へ
の

配
慮

 

地
域

交
流

の
促

進
へ

の
配

慮
 

災
害

等
の

緊
急

時
に

お
け

る
使

用
へ

の
配

慮
 



市
営

住
宅

の
整

備
の

現
状

平
成

２
４

年
５

月
都

市
計

画
局

住
宅

室

再
生

可
能

再
生

可
能

再
生

可
能

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

利
用

利
用

利
用

利
用

・
屋

根
面

に
太

陽
光

発
電

パ
ネ

ル
を

設
置

し
，

共
用

部
の

エ
レ

ベ
ー

タ
ー

制
御

盤
等

に
利

用
す

る
。

地
域

産
木

材
地

域
産

木
材

地
域

産
木

材
地

域
産

木
材

の ののの
利

用
利

用
利

用
利

用
・
積

極
的

な
木

材
利

用
。

雨
水

雨
水

雨
水

雨
水

の ののの
利

用
利

用
利

用
利

用
・
樋

に
雨

水
貯

留
タ

ン
ク

を
接

続
し

，
雨

水
を

植
栽

へ
の

散
水

や

非
常

時
の

雑
用

水
な

ど
に

利
用

で
き

る
よ

う
に

す
る

。

雨
水

雨
水

雨
水

雨
水

の ののの
地

中
浸

透
地

中
浸

透
地

中
浸

透
地

中
浸

透
・
外

構
材

は
透

水
性

の
あ

る
舗

装
材

や
雨

水
集

水
枡

を
採

用
し

，
敷

地
外

へ
の

資
料

４
－

４
－

２

災
害

災
害

災
害

災
害

・ ・・・
防

犯
防

犯
防

犯
防

犯
に ににに

配
慮

配
慮

配
慮

配
慮

し
た

し
た

し
た

し
た

玄
関

扉
玄

関
扉

玄
関

扉
玄

関
扉

・
耐

震
ド

ア
枠

を
採

用
す

る
。

・
防

犯
性

能
の

合
格

を
受

け
た

ツ
ー

ロ
ッ

ク
錠

を
採

用
す

る
。

災
害

災
害

災
害

災
害

・ ・・・
防

犯
防

犯
防

犯
防

犯
に ににに

配
慮

配
慮

配
慮

配
慮

し
た

し
た

し
た

し
た

面
格

子
面

格
子

面
格

子
面

格
子

・
防

犯
や

災
害

に
備

え
，

共
用

廊
下

側
の

窓
に

は
非

常
時

に

脱
出

可
能

な
「
脱

出
機

構
付

面
格

子
」
を

設
置

す
る

。

災
害

等
災

害
等

災
害

等
災

害
等

の ののの
緊

急
時

緊
急

時
緊

急
時

緊
急

時
に

お
け

る
に

お
け

る
に

お
け

る
に

お
け

る
使

用
使

用
使

用
使

用
へ

の
へ

の
へ

の
へ

の
配

慮
配

慮
配

慮
配

慮
・
災

害
等

の
緊

急
時

に
備

え
，

防
災

倉
庫

を
設

置
し

た
り

，
共

用
施

設
を

防
災

空
間

と
し

て
活

用
で

き
る

よ
う

に
す

る
。

外
部

外
部

外
部

外
部

か
ら

の
か

ら
の

か
ら

の
か

ら
の

維
持

管
理

維
持

管
理

維
持

管
理

維
持

管
理

が ががが
可

能
可

能
可

能
可

能
な ななな

設
備

配
管

設
備

配
管

設
備

配
管

設
備

配
管

（ （（（
維

持
管

理
対

策
等

級
維

持
管

理
対

策
等

級
維

持
管

理
対

策
等

級
維

持
管

理
対

策
等

級
２ ２２２

） ）））

・
共

用
設

備
配

管
は

住
戸

外
に

集
約

し
，

外
部

か
ら

の
点

検
，

更
新

が
可

能
な

計
画

と
す

る
。

災
害

対
策

災
害

対
策

災
害

対
策

災
害

対
策

・ ・・・
防

犯
対

策
防

犯
対

策
防

犯
対

策
防

犯
対

策

容
易

容
易

容
易

容
易

な ななな
管

理
管

理
管

理
管

理

環
境

環
境

環
境

環
境

へ
の

へ
の

へ
の

へ
の

配
慮

配
慮

配
慮

配
慮

高
齢

者
等

高
齢

者
等

高
齢

者
等

高
齢

者
等

が ががが
使 使使使

い
や

す
い

い
や

す
い

い
や

す
い

い
や

す
い

住
宅

住
宅

住
宅

住
宅

（ （（（
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
３ ３３３

） ）））

＜
段

差
＞

玄
関

框
は

段
差

２
０

㎜
以

下
，

室
内

は
段

差
な

し
，

廊
下

幅
は

８
５

０
㎜

以
上

を
基

本
と

す
る

。

＜
浴

室
＞

浴
室

は
１

．
２
m

×
１

．
６
m

の
高

齢
者

対
応

型
と

す
る

。

＜
手

す
り

＞

玄
関

，
浴

室
，

便
所

，
洗

面
，

脱
衣

室
に

手
す

り
を

設
置

す
る

。
（
図

内
印

）

＜
引

き
戸

＞

住
戸

内
建

具
は

引
き

戸
を

基
本

と
す

る
。

玄
関

扉
は

１
～

３
階

を
引

き
戸

と
す

る
。

＜
寝

室
＞

寝
室

は
ベ

ッ
ド

で
の

就
寝

を
基

本
と

し
，

洋
室

と
す

る
。

＜
バ

ル
コ

ニ
ー

＞

バ
ル

コ
ニ

ー
の

奥
行

き
は

有
効

１
．

４
m

を
確

保
し

，
物

干
金

物
は

可
動

式
と

す
る

。

高
齢

者
等

高
齢

者
等

高
齢

者
等

高
齢

者
等

が ががが
使 使使使

い
や

す
い

い
や

す
い

い
や

す
い

い
や

す
い

共
用

部
共

用
部

共
用

部
共

用
部

（ （（（
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
高

齢
者

等
配

慮
対

策
等

級
３ ３３３

） ）））

団
地

の
通

路
か

ら
各

住
戸

ま
で

の
段

差
を

な
く
す

と
と

も
に

，
必

要
に

応
じ

て

手
す

り
等

を
設

置
す

る
。

高
齢

者
等

高
齢

者
等

高
齢

者
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他都市の検討状況（政令指定都市） 

 

１ 入居収入基準 

（１）本来階層 

対 応 都市数 

現行基準（＝参酌基準）と同じ（１５万８千円） １２ 

引き上げ ０ 

引き下げ ０ 

検討中 ７ 

 

（２）裁量階層 

 ① 収入基準 

対 応 都市数 

現行基準と同じ（２１万４千円） ６ 

引き上げ ※ ４ 

引き下げ ０ 

検討中 ９ 

※ 上限（２５万９千円）まで引き上げ（２），子育て世帯について引き上げ（１），中山

間地について引き上げ（１） 

 ② 対象範囲 

対 応 都市数 

現行と同じ ６ 

拡大 ※ ４ 

縮小 ０ 

検討中 ９ 

※ 子育て世帯の子どもの年齢引上げ（４），中山間地を追加（１） ＊複数回答 

 

２ 整備基準 

対 応 都市数 

現行整備基準と同じ ０ 

参酌基準と同じ ８ 

現行整備基準・参酌基準から変更 ※ ３ 

検討中 ８ 

※ 地域産木材の活用（１），高齢者対応等級引き上げ（２），ユニバーサルデザイン導入

（１），新エネルギーの利用（１），エネルギーの使用合理化（１） ＊複数回答 

資料５－１ 



 

３ 同居親族要件 

対 応 都市数 

同居親族要件を廃止 ０ 

同居親族要件を規定 １９ 

 （
内
訳
） 

単身入居の要件は従来どおり １６ 

 同居親族要件を規定，単身入居の要件を拡大 ※１ ２ 

 同居親族要件を規定，単身入居の要件を縮小 ※２ １ 

  ※１ 災害等で困窮度の特に高い者を追加（１），応募倍率の低い住戸で単身入居可（１） 

  ※２ 戦傷病者については，高齢者・障害者で対応できるため削除（１） 

 

 



京都府（案）との比較 

 

 京 都 府（案） 京 都 市（案） 

入 

居 

収 

入 

基 

準 

○収入基準 

 ・本来階層 １５８，０００円 

 ・裁量階層 ２１４，０００円 

○裁量階層の対象 

 ・障害者がいる世帯 

 ・戦傷病者がいる世帯 

 ・原子爆弾被爆者がいる世帯 

 ・引揚者がいる世帯 

 ・ハンセン病療養所入所者がいる 

  世帯 

 ・入居者が全員 60 歳以上，又は， 

  60歳以上と18歳未満の者から 

  なる世帯 

 ・中学校就学未満の者がいる世帯 

（年齢引上げ） 

 ・多子世帯（新規） 

 ・新婚世帯（新規） 

○収入基準 

 ・本来階層 １５８，０００円 

 ・裁量階層 ２１４，０００円 

○裁量階層の対象 

 ・障害者がいる世帯 

 ・戦傷病者がいる世帯 

 ・原子爆弾被爆者がいる世帯 

 ・引揚者がいる世帯 

 ・ハンセン病療養所入所者がいる 

  世帯 

 ・入居者が全員 60 歳以上，又は， 

  60 歳以上と 18 歳未満の者から 

  なる世帯 

 ・中学校就学未満の者がいる世帯 

（年齢引上げ） 

 ・多子世帯（新規） 

  

整 

備 

基 

準 

○参酌基準を基本とする。 

（相違点のみ） 

・高齢者等対策等級（共用部分） 

          … 等級４ 

○地域の特性に応じた整備 

・気候や景観等地域の特性へ 

の配慮 

・温室効果ガス排出の抑制等 

・多様な世帯の入居を考慮した 

間取りの住戸の整備 

・集会所や公園，広場等の地域 

への開放 

・社会福祉施設の併設を配慮し 

た整備 

・適切な駐車場の整備 

・災害等の緊急時における地域 

への支援 

○参酌基準を基本とする。 

（相違点のみ） 

・高齢者等対策等級（共用部分） 

          … 等級３ 

○地域の特性に応じた整備 

 ・地域の環境に配慮 

 ・地域の景観に配慮 

 ・災害等の緊急時における使用 

  への配慮 

 ・地域交流の促進 

 

 

 

 

 

資料５－２ 



    

 京 都 府（案） 京 都 市（案） 

同 

居 

親 

族 

要 

件 

○原則，同居親族要件が必要 

○単身入居ができる者 

 ・高齢者（60 歳以上の者） 

 ・障害者 

 ・戦傷病者 

 ・原子爆弾被爆者 

 ・生活保護被保護者 

 ・引揚者 

 ・ハンセン病療養所入所者 

 ・ＤＶ被害者 

 ・犯罪被害者（新規） 

 ・長期結核療養者（新規） 

○原則，同居親族要件が必要 

○単身入居ができる者 

 ・高齢者（60 歳以上の者） 

 ・障害者 

 ・戦傷病者 

 ・原子爆弾被爆者 

 ・生活保護被保護者 

 ・引揚者 

 ・ハンセン病療養所入所者 

 ・ＤＶ被害者 

 ・犯罪被害者（新規） 

 ・長期結核療養者（新規） 

 


